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１ ．はじめに



























































































































　そこで、本件条例第 7 条 １ 項によれば、前記第 2 号の「本人の同意があるとき」以外に、「法令等

















の各種調査等に関すること」（ 2 号）、「社会貢献表彰候補者等の推薦に関すること」（ ３ 号）、「地域
の環境美化に関すること」（ ４ 号）、「地域防犯及び地域防災に関すること」（ ５ 号）、「日赤募金及び
共同募金に関すること」（ 6 号）、「地域福祉活動と住民との協働事業の推進に関すること」（ 7 号）、









家族構成員の中に幼児、生徒や学生がいて通学路の安全を図る必要がある場合（前記第 7 条 ５ 号）、
あるいは、ひとり暮らしの高齢者であって災害時要援護者に該当する人であるならば、震災や津波

























































































































































H. Minagawa CHUKYO LAWYER
号）３１頁以下を参照。なお、私人間関係で個人情報の外部提供が問題とされ、損害賠償が請求され










（ ３ ） 出典としては、『判例地方自治・第４02号』（ぎょうせい・20１6年）１0頁以下を参照。
（ ４ ） 福岡県志免町は福岡市に隣接する町であり、福岡市のベッドタウンとして、昭和４0年代以降人口
が増加している（志免町役場のホームページを参照）。こういった地域の特殊性のためか、志免町
において、水道水供給契約拒否事件（最判平成１１年 １ 月2１日・民集５３巻 １ 号１３頁・判例時報１6８2号
４0頁・判例タイムズ１007号2５４頁）が起きたことは周知のとおりである、詳しくは、桑原勇進「水
道水供給契約 ( 2 ) ‐ 水需要の逼迫と給水拒否」（『行政判例百選［第 ５ 版］』有斐閣・2006年）１９４
頁～１９５頁、及びそこに掲げられている文献を参照。




（ 6 ） なお、本件事例では敗訴した原告が控訴しなかったため、第一審で確定するに至った。
（ 7 ） なお、訴訟には至らなかったものの、自治体から町内会長等への個人情報の配布等などが社会問
題・新聞報道された事例としては、奥津茂樹『個人情報保護の論点』（ぎょうせい・200３年）2５7頁
を参照。




（ ９ ） 周知のとおり、すべての国民に１2桁の個別の管理番号をつけ、それに基づいて「社会保障分野」、
「税務分野」や「災害分野」などで個人情報の管理を行うマイナンバー制度が、平成2８年（20１6年）
１ 月から施行されている。
（１0） 最判平成１7年 ４ 月26日（判例時報１８９7号１0頁・判例タイムズ１１８2号１60頁）、当該判例の評釈とし
ては枚挙に暇がないので、差しあたり、前田雅子「自治会の法的性格と退会の自由」（『地方自治判
例百選〔条 ４ 版〕』有斐閣・20１３年）１2頁～１３頁、及びそこに掲げられている文献を参照。
